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On October 5, 2015, twelve Pacific Rim countries reached broad agreement on the Trans-Pacific 
Partnership (TPP) at the TPP ministerial meeting of Atlanta, the US after five years of negotiation. 
Through this agreement, there comes into being a possibility of building of the World's largest free 
trade zone in the world, covering a population of 800 million and 40 percent of world GDP. 
The TPP goes beyond traditional Free Trade Agreement (FTA), and its deals cover liberalization 
in a variety of fields such as intellectual property, labor, environment, small and medium-sized 
enterprises, financial services, competition policy, dispute settlement, transparency and anti-corruption. 
Compared to WTO, it could be said this economic agreement is more ambitious, comprehensive, and 
balanced one.
The basic TPP agreement has attracted a lot of interest from the Chinese government and 
researchers, giving rise to a lot of discourse and perspectives from various viewpoints among them. 
In this paper, the author would arrange discourses at the present stage on the TPP from four 
views: the US conspiracy view, pessimistic view, alliance and counteroffensive attack view, and 





　環太平洋パートナシップ（Trans-Pacific…Partnership ＝ TPP）の交渉国 12 カ国＊ 1 は、5年越し
の交渉を経て 2015 年 10 月 5 日、アメリカのアトランタで開催されたTPP 閣僚会合において大筋
合意に達し、2016 年 2 月 4 日にはニュージーランドのオークランドで協定に署名した。その発効
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らば、中国の GDP損失は 2.2％になる。仮にTPP の移行時期を 4年間とすれば、当該期間内の年
平均機会コストはほぼマイナス 0.5％の GDPに当る＊ 8。
　次に輸出の減少についてみると、ピーターソン国際経済研究所の推計では、TPP 協定の合意は
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できない。TPP は中国を排斥するのみならず、実際、圧倒的な新興国、とりわけ BRICS 構成国を
蚊帳の外に置いている。かつまた、TPP は APEC に与える影響も大きい。APECは、実質上 2大
陣営に分かれてしまう、つまりTPP加入国と非TPP加入国の 2大陣営となる。
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面的改革である。上海、広東、福建、天津には、2014 年 12 月 28 日、全国人民代表大会常務委員



























　6．国際金融サービス能力を強化すること。2015 年 12 月には中国が主導し、残念ながらアメリ
カと日本、そしてカナダは不参加となったものの他の主要先進国が参加を表明し、結局、世界の
57 カ国が参加した資本金 1,000 億ドルのアジアインフラ投資銀行（AIIB）が誕生した。これはア
ジアが経済発展に伴って必要とされる 8兆ドルと見込まれるインフラ投資需要に応えることを目的







いる。2015 年 11 月、国際通貨基金（IMF）は 2016 年 10 月から人民元を SDR の構成通貨に加え
る決定を下した＊ 26。人民元の構成比は 10.92％となり、イギリスポンドと日本円の構成比率 8.09％
と 8.33％を一気に超えた。ちなみに、アメリカの当該比率は 41.73％であり、それまでの 41.9％か
ら僅かな減少に過ぎない。SDRの構成単位に加わることと、実質的な国際通貨であることとは同
じではない。しかし、人民元が中国の発展途上地域に対する経済協力において、力を発揮する機会
が増えることは間違いない。また、同年 12 月アメリカ議会は 5年にわたって拒んできた IMF改革
を承認した。これにより中国の IMF出資比率は従来の 4％から 6.39％になり、アメリカと日本に
次ぐ第 3位の IMF出資国になる＊ 27。中国は経済連携におけるルール作りに関与することも、新興
国における主導的地位を強化することも、またTPP の合意から起こるマイナスの影響を緩和する
ことも可能になるに違いない。
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